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関連会社管理規程（中会社・卸売業）

（目的）

第１条　本規程は、当社と関連会社が緊密な関係を築き、関連会社管理の適正化と強化により相互の利益を増進することを目的とする。

（関連会社の定義と区分）
第２条　関連会社とは、資本、役員派遣など事業上の提携関係にある会社で、特に指定した会社をいう。

（管理機構）
第３条　企画部長は関連会社業務を管掌し、必要な対策は関係部長と合議のうえ、担当役員または常務会の決裁を経て実施する。

（関連会社業務）
第４条　関連会社に関する業務は次のとおりとする。

　(1)　関連会社の設立、合併、解散

　(2)　関連会社の指導、育成方針の立案、実施

　(3)　関連会社に対する投融資、債務保証

　(4)　関連会社に関する人事管理（役員派遣、出向）

　(5)　議決権の行使

　(6)　固定資産の購入、譲渡、貸与

　(7)　関連会社の業績評価

　(8)　その他各号に順ずる事項

（承認事項）
第５条　関連会社における下記事項については、企画部長に関係書類を提出させ、検討のうえ承認する。

　(1)　会社の合併、解散

　(2)　増資、減資

　(3)　資産の取得、処分

　(4)　予算案、決算案の策定

　(5)　重要な契約の締結

　(6)　他社への投融資、債務保証

　(7)　役員の異動、報酬、賞与の決定

　(8)　要員計画の策定、労働条件の決定、変更

　(9)　会計処理基準の変更

　(10)　その他経営上重要な事項

（報告事項）
第６条　企画部長は、関連会社に対し、必要に応じ次の報告書の提出を求め、検討を行った　うえ担当役員に報告する。

　(1)　月次決算報告書

　(2)　月次営業実績報告書

　(3)　資金繰り表

　(4)　取締役会議事録

　(5)　債務残高、保証残高報告書

　(6)　その他特に報告を求めた事項

（関連会社の監査）
第７条　関連会社に対する監査は、別に定める内部監査規程に準じて実施する。監査報告書は社長および担当役員に提出する。

２　監査の結果に基づいて、必要があれば社長および担当役員は関連会社に対して指導または勧告を行う。

（関連会社に対する指導・育成）
第８条　関連会社の業績発展に必要な情報を提供し、適切な指導を行うことにより企業集団として、共存共栄を図るものとする。

（業績評価）
第９条　関連会社の業績につき、企画部長は業績報告書に次の事項の評価を付して、担当役員に報告する。

　(1)　損益の推移

　(2)　事業計画の進捗度

　(3)　同業他社との業績比較

　(4)　総合評価

付　　則

（施行）
第10条　本規程は平成○年○月○日より施行する。































